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はじめに

本資料は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく2018年度決算における健全化判
断比率及び資金不足比率について、算定結果をわかりやすくまとめ、公表するために作成したものです。

■算定結果の概要

○ 健全化判断比率

・ 2018年度決算の算定結果は、2017年度決算と同様に健全化判断比率４指標すべて
が早期健全化基準を下回り、健全な水準となっています。

・ 実質公債費比率は、13.7％で2017年度決算と比較して0.1ポイント上昇しています。
・ 将来負担比率は、190.1％で2017年度決算と比較して2.9ポイント低下しています。

○ 資金不足比率

・ 2018年度決算の算定結果は、資金不足を生じた公営企業はないため、該当ありま
せん。なお、2017年度決算で生じた県立病院事業会計における資金不足は解消し
ました。
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（１） 健全化判断比率等の公表等

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「健全化法」という。）」が
2008年4月から施行され、地方公共団体の長は、毎年度、健全化判断比率及び
各公営企業ごとの資金不足比率を監査委員の審査に付し、その意見を付けて
議会に報告するとともに、住民に対して公表することが義務付けられました。

（２） 財政の早期健全化、財政の再生

各地方公共団体は、健全化判断比率により「健全段階」「早期健全化段階」「財
政再生段階」の３つの段階に区分され、早期健全化段階や財政再生段階になっ
た場合には、それぞれ法律の規定に従って計画の策定や外部監査の実施が義
務付けられます。

健全段階

・指標の公表

（財政悪化）

早期健全化段階

・早期健全化計画の策定

・実施状況を議会に報告

・外部監査の実施

財政再生段階

・財政再生計画の策定

・実施状況を議会に報告

・地方債の発行制限

・外部監査の実施

（健全財政）

１ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の概要
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指 標 名 趣 旨

① 実 質 赤 字 比 率
地方税、地方交付税等の一般財源をその支出の主な財源としている一般
会計や一部の特別会計（以下「一般会計等」という。）について、歳出に対
する歳入の不足額（いわゆる赤字額）を標準財政規模で除したもの。

②連結実質赤字比率
全ての会計の赤字額と黒字額を合算し、地方公共団体全体としての歳出
に対する歳入の資金不足額を標準財政規模で除したもの。

③ 実 質 公 債 費 比 率
一般会計等の支出のうち、義務的に支出しなければならない経費である
公債費や公債費に準じた経費を、その団体の標準財政規模を基本とした
額（※）で除したものの３か年間の平均値。

④ 将 来 負 担 比 率

地方公共団体の一般会計等が将来的に負担することになっている実質的
な負債にあたる額（将来負担額）を把握し、この将来負担額から負債の償
還に充てることができる基金等を控除の上、その団体の標準財政規模を
基本とした額（※）で除したもの。

健全化判断比率には、以下の４つの指標があります。そのうち、連結実質赤字比率と将来
負担比率は、健全化法の施行に伴い新しく導入された財政指標です。

（１） 指標の趣旨

２ 健全化判断比率の概要
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（※）標準財政規模から元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額を控除した額。



地方財政健全化法の各比率の対象範囲

○一般会計
○一般会計等に属する特別会計

公債管理特別会計、証紙特別会計、母子父子
寡婦福祉資金特別会計、中小企業設備導入資
金特別会計、就農支援資金特別会計、県有林
野特別会計、林業改善資金特別会計、沿岸漁
業改善資金特別会計、県営住宅管理事業特別
会計

○公営企業に係る特別会計（法適用企業）

○特別会計のうち公営企業に係る特別会計
（法非適用企業）

港湾整備事業特別会計、流域下水道事業特別
会計

県立病院事業会計、水道事業会計、工業用水
道事業会計、用地造成事業会計

○一部事務組合

名古屋競輪組合、愛知県競馬組合、名古屋港
管理組合

○地方公社・第三セクター等

愛知県道路公社、名古屋高速道路公社、土地開
発公社、私学振興事業財団、住宅供給公社等

資
金
不
足
比
率

実
質
赤
字
比
率
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○一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る
特別会計以外の特別会計

将
来
負
担
比
率

実
質
公
債
費
比
率

※公営企業会計
ごとに算定

国民健康保険事業特別会計

連
結
実
質
赤
字
比
率



（２） 各指標の算定式

標準財政規模

一般会計等の実質赤字
実質赤字比率 ＝

標準財政規模

一般会計等の実質赤字額
①実質赤字比率＝

・繰上充用額＝会計年度終了後に歳入が歳出に不足するとき、翌年度の歳入を繰り上げて充用した額

○実質赤字額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）

・支払繰延額＝支払義務が生じているにもかかわらず、支払いを翌年度に繰り延べた額
・事業繰越額＝地方自治法の例外的な措置として、当年度において執行すべき事業を翌年度の予算に計上し執行した額

標準財政規模

連結実質赤字額 （イ＋ロ）―（ハ＋ニ）
連結実質赤字比率 ＝

標準財政規模

連結実質赤字額 （イ＋ロ）―（ハ＋ニ）
②連結実質赤字比率 ＝

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の

実質赤字の合計額

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

標準財政規模－
（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

の３ヵ年平均

（元利償還金＋準元利償還金）－
（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率＝
標準財政規模－

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

の３か年平均

（元利償還金＋準元利償還金）－
（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

③実質公債費比率 ＝

○準元利償還金の内容
① 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等償還をした場合の１年当たりの元金償還金相当額
② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの
③ 加入する組合への負担金・補助金のうち、組合が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの④

⑤ 一時借入金の利子

標 準 財 政 規 模
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標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担額 －
（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

将来負担比率＝
標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担額 －
（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

④将来負担比率＝

＜将来負担額の内容＞

①一般会計等の地方債現在高

②債務負担行為に基づく支出予定額

③一般会計等以外の会計における地方債の元金償還に充てるための繰出見込額

④加入する組合等における地方債の元金償還に係る負担見込額

⑤一般会計等が負担する退職手当支給予定額

⑥地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案した

一般会計等の負担見込額

⑦受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した一般会計等の負担見込額

⑧設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべき

ものとして一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者

の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

⑨連結実質赤字額

⑩加入する組合等の連結実質赤字額のうち、一般会計等の負担見込額
＜充当可能基金額の内容＞
①から⑧までの償還額等に充てることができる地方自治法第２４１条の基金
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（３） 実質公債費比率と地方債協議制度

1999年の地方分権一括法により、2006年度から

地方債協議制度に移行しましたが、実質公債費

比率は地方債協議制度の例外を適用する基準

としても用いられています。

実質公債費比率が18％以上の団体は、地方債

の発行に際して総務大臣の許可が必要です。

2011年8月に、「地域の自主性及び自立性を高

めるための改革の推進を図るための関係法律

の整備に関する法律（第二次地方分権一括法）」

が成立し、地方財政法の一部改正により2012年

4月から地方債届出制度が導入されました。

実質公債費比率が18％未満となるなど財政状況

の良好な団体は、民間資金債を発行する場合、

総務大臣への協議を要せず、届出で済むように

なっています。
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＜実質公債費比率による基準＞

35％以上 財政再生基準

25％以上 早期健全化基準

18％以上 起債許可
18％未満 起債届出



2018年度決算に基づき健全化判断比率を算定したところ、いずれの指標も下表
のとおり早期健全化基準を下回っています。

指標
2018年度

決算

2017年度

決算

2016年度

決算

早期健全
化基準

財政再生

基準

①実質赤字比率
－

（赤字なし）

－

（赤字なし）

－

（赤字なし）
3.75％ 5％

②連結実質赤字比率
－

（赤字なし）

－

（赤字なし）

－

（赤字なし）
8.75％ 15％

③実質公債費比率 13.7％ 13.6％ 13.8％ 25％ 35％

④将来負担比率 190.1％ 193.0％ 192.7％ 400％ －

３ 健全化判断比率の算定結果
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各指標の算定結果

①実質赤字比率 －（赤字なし）

一般会計等の実質収支は黒字であり、実質赤字は生じておらず、実質赤字比率は該当ありません。

※本県の一般会計等には、一般会計と9特別会計（公債管理・証紙・母子父子寡婦福祉資金・中小企
業設備導入資金・就農支援資金・県有林野・林業改善資金・沿岸漁業改善資金・県営住宅管理事業）
が含まれています。

②連結実質赤字比率 －（赤字なし）

一般会計等及び一般会計等以外の特別会計のうち公営企業以外の特別会計について、実質赤字
は生じておりません。また、公営企業会計についても資金不足を生じていないため、連結実質赤字比
率は該当ありません。

※本県の一般会計等以外の特別会計のうち公営企業以外の特別会計には、1会計（国民健康保険
事業）が該当し、公営企業会計には、6会計（県立病院事業・水道事業・工業用水道事業・用地造成
事業・港湾整備事業・流域下水道事業）が含まれています。
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③ 実 質 公 債 費 比 率 13.7%（2017年度決算13.6%）

＜算定基礎＞　　　　　　 　（単位：億円）

2014 2015 2016 2017 2018 '18-'17

1,649 1,588 1,613 1,580 1,545 △ 35

3,502 3,521 3,581 3,602 3,608 6

54 60 76 78 77 △ 1

180 173 170 161 167 6

2,087 2,166 2,214 2,261 2,307 46

946 1,118 1,245 1,368 1,461 93

11,313 11,912 11,908 11,340 11,152 △ 188

13,400 14,078 14,122 13,601 13,459 △ 142

2,087 2,166 2,214 2,261 2,307 46

14.6% 13.3% 13.5% 13.9% 13.9% －

⑤ 標準財政規模

② 公債費充当公営企業繰出金

① 公債費

分母

④ 当該年度公債費等交付税算入額

13.8%

13.6%2017年度決算（'15～'17の３か年平均）

2016年度決算（'14～'16の３か年平均）

13.7%2018年度決算（'16～'18の３か年平均）

分子／分母（実質公債費比率）

③ 公債費に準ずる債務負担行為等　※

④ 当該年度公債費等交付税算入額

分子

元利償還金等（①＋②＋③－④）

⑤－④

　　　　うち臨時財政対策債等に係る算入額
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実質公債費比率は、2017年度決算と比較して0.1ポイント上昇しています。これは、2018年度単年度の
比率（13.9％）が、前年度の算定で用いた2015年度単年度の比率（13.3％）を0.6ポイント上回ったことに
より、3か年平均（2016～2018年度）としては上昇したためです。
この主な要因は、分子である元利償還金等が交付税算入額の増加により減少した一方、分母である標
準財政規模について、県費負担教職員給与負担の名古屋市移譲に伴う税源移譲の影響などから分子
の減少幅を上回る減少となったためです。

※ 土地改良事業負担金（106→114）、名古屋港管理組合負担金（37→35）、損失補償（13→12）等



＜将来負担比率の概要＞

将来負担比率は、2017年度決算と比較すると、2.9ポイント低下しています。
これは、土地改良事業の償還や土地開発公社からの土地の買戻しの進捗による債務負担行為に基
づく支出予定額の減少などに伴い、将来負担額が減少したことに加え、減債基金をはじめとする地方
債の償還等に充てることができる基金残高が増加したことにより、分子が減少したことによるものです。

地方債
現在高

54,561
(54,424)

債務負担行
為に基づく
支出予定額

971
（ 1,167 ）

＋ ＋

充当可能
基金・交付税
算入見込額

39,835
（ 39,267 ）

＋ －

－

（単位：億円）

（分子）21,199億円／（分母）11,152億円＝190.1％

＋
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（ ）は2017年度決算数値 は増減

公営企業債
繰入・組合債
負担見込額

1,314
（ 1,275）

退職手当
支給予定額

3,953  
（ 4,065）

一部事務組
合、公社、第
三セクター等
負担見込額

235
（ 230 ）

標準財政規模

13,459
(13,601)

元利償還金等に係る

交付税算入額

2,307
(2,261)

（21,894億円） （11,340億円） （193.0％）

＋137 △196 +39 △112 ＋5 ＋568

△142 +46

△695 △188 △2.9

④ 将 来 負 担 比 率 190.1%（2017年度決算193.0%）

将来負担額



2018決算 2017決算 '18-'17 摘要

A 54,561 54,424 137
特例的な県債29,279⇒29,830（＋551）
通常の県債25,145⇒24,731（△414）

Ｂ 971 1,167 △ 196
土地改良事業負担金886⇒790（△96）
土地開発公社からの土地の買戻し経費238⇒142（△96）

Ｃ 1,039 986 53 2018年度末企業債現在高×繰入見込率（直近3ヵ年平均）

Ｄ 275 289 △ 14 名古屋港管理組合の地方債残高に係る本県償還負担見込額の減

E 3,953 4,065 △ 112
一般会計等で負担する職員が2018年度末で退職したと仮定した場合に支給す
べき退職手当の額
職員構成の新陳代謝による減

235 230 5

　・愛知県土地開発公社 0 0 0 負債額-現預金等-国・県の依頼土地取得予定額＜0

　・愛知県道路公社 0 0 0

　・名古屋高速道路公社 0 0 0

　・愛知県私学振興事業財団 3 10 △ 7 県の損失補償残高11⇒3×算入率（Eランク90%）

　・愛知県住宅供給公社 29 30 △ 1 県の損失補償残高297⇒294×算入率（Aランク10%）

　・愛知臨海環境整備センター 17 20 △ 3 県の損失補償残高203⇒174×算入率（Aランク10%）

　・制度融資等 186 170 16 県損失補償残高×平均残存年数×'18損失補償実行率

Ｇ 0 0 0 信託事業に係る負債額-信託事業に係る資産額＜0

H 0 0 0 算定対象となる貸付金なし

I 0 0 0

61,034 61,161 △ 127
J 9,663 8,688 975 減債基金7,474⇒8,050（＋576）、財政調整基金702⇒1,102（＋400）

Ｋ 682 709 △ 27 県営住宅使用料494⇒476、県債を財源とする貸付金の償還予定額216⇒207

Ｌ 29,490 29,870 △ 380
2018年度末将来負担額61,034に係る交付税算入見込額
減収補塡債算入額3,952⇒3,610（△342）

39,835 39,267 568

21,199 21,894 △ 695

項目

小　　計　　①

小　　計　　②

地方債現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債繰入見込額

加入する組合に係る地方債償還負担額

退職手当の支給予定額

設立法人の負債等に係る負担見込額

交付税算入見込額

借入金残高-（将来収支見込額+損失補てん引当金）＜0

充当可能基金

充当可能特定歳入

差   引 ①－②

F

組合連結実質赤字額

受益権を有する信託に係る負担見込額

設立法人以外への貸付金に係る負担見込額

＜将来負担額の内訳＞

※ 算入率は、法人の経営状況や法人の損失補償付債務の元利償還金に対する県の支援割合等による判定から、５段階評価（A～E）で
判定した結果によるものです。

（単位：億円）
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４ 資金不足比率の概要

（１） 指標の趣旨

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比
較して指標化し、経営状況を判断するのが、「資金不足比率」です。

（２） 経営健全化基準

公営企業の資金不足比率が経営健全化基準である20％以上となった場合
は、資金不足比率を公表した年度の末日までに経営健全化計画を定めなけ
ればなりません。

（３） 資金不足比率の算式

資金不足比率＝ 資金の不足額（注１）÷事業の規模（注２）

13



（注１） 資金の不足額
・法適用企業＝流動負債※1－（控除企業債等＋控除未払金等＋PFI建設事業費等）＋資産形成以外の目的で

発行した企業債残高－流動資産※2－解消可能資金不足額※3

・法非適用企業＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋資産形成以外の目的で発行した企業債残高）－
解消可能資金不足額

（注２） 事業の規模

・法適用企業＝営業収益の額－受託工事収益の額

・法非適用企業＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

※１ 流動負債

１年以内に支払期限又は償還期限の到来する債務。一時借入金、企業債、未払金、引当金、PFI事業費
等などが含まれる。

※２ 流動資産
現金、預金、未収金などのように年度内に現金化することができる資産から貸倒引当金を控除したもの。
地方財政健全化法上、用地造成事業会計が保有する販売用土地もここに含まれる。

※３ 解消可能資金不足額
事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において、
資金の不足額から控除する一定の額。

14



各公営企業における「資金不足比率」については、資金不足を生じた公営企業はないため、

該当ありません。なお、2017年度決算で生じた県立病院事業会計における資金不足は、
2018年度決算で解消しました。

(1)  企業会計（地方公営企業法適用事業） （単位：億円）

(2)  公営企業である特別会計（地方公営企業法非適用事業） （単位：億円）

５ 資金不足比率の算定結果

※資金不足額がない場合（A欄が負数となる場合）は、資金不足額を「０」で、資金不足比率を「-」で表示しています。

※（ ）は2017年度決算の比率等を表示しています。

※資金不足額がない場合（A欄が負数となる場合）は、資金不足額を「０」で、資金不足比率を「-」で表示しています。
※（ ）は2017年度決算の比率等を表示しています。 15

資金不足 資金不足額 流動負債等 流動資産等 事業の規模
比率(A/B) （A）  ①－② ① ② （Ｂ）

－ 0 57 68 314
（1.6） (5) (62) (57) (319)
－ 0 85 211 288
－ (0) (47) (182) (289)
－ 0 20 106 127
－ (0) (21) (124) (128)
－ 0 189 833 2,562
－ (0) (122) (816) (2,342)

用 地 造 成 事 業

県 立 病 院 事 業

水 道 事 業

工業用水道事業

事　業　名

資金不足 資金不足額 事業の規模
比率(A/B) （A）  ②＋③－① （Ｂ）

－ 0 22 20 0 12
（－） (0) (20) (18) (0) (12)
－ 0 377 289 5 99
（－） (0) (414) (327) (5) (114)

港 湾 整 備 事 業

流域下水道事業

翌年度
繰越額③

事　業　名 歳入① 歳出②



標 準 財 政 規 模

標準的に収入が見込まれる地方税、地方交付税をはじめとした一般財源の規模を示
す指標です。地方公共団体が通常水準の行政サービスを提供する上で必要な一般財
源の目安となる数値で、財政分析や財政運営の指標算出のためなどに広く利用されま
す。

公 営 企 業 会 計

地方公共団体が行う行政活動のうち、水道、病院など企業活動として行うものを経理
する会計で、その活動に要する経費は税金ではなく、原則として利用者の負担する料
金によって賄われます。本県では、４つの企業会計（県立病院事業・水道事業・工業用
水道事業・用地造成事業）と公営企業会計として取り扱われる２つの特別会計（港湾整
備事業・流域下水道事業）が該当します。

債 務 負 担 行 為

１つの事業や事務が単年度で終了せずに、後の年度においても支出しなければならな
い場合には、あらかじめ後の年度の債務を約束することを予算で決めておきます。これ
を債務負担行為といいます。

地 方 債

地方公共団体が学校を建てたり、道路や河川を整備するなど、多額の費用を一時に必
要とする建設事業を行うとき、その財源を確保するとともに、施設等を利用する将来の
住民との間で負担の公平化を図るため、当該団体の信用において、長期の資金借入
を行うものです。

地 方 交 付 税

地方公共団体間の地域格差をなくし、一定の行政水準を確保できるようにするため、
各地方公共団体ごとに標準的な財政需要（基準財政需要額）と標準的な税収入等（基
準財政収入額）を算定し、財源不足額が生じる場合に国から交付されるものです。

６ 財政用語解説
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おわりに

2018年度決算の算定結果において、実質公債費比率は13.7％と前年度（13.6％）に比べ
0.1ポイント上昇しました。なお、2018年度単年度の比率は、2017年度単年度の比率と同率（13.9％）
となっています。また、将来負担比率は190.1％と前年度（193.0％）から2.9ポイント低下しました。
二つの指標とも健全な水準にありますが、今後ともしなやか県庁創造プラン（愛知県第六次行革

大綱）の取組を着実に実施するとともに、本年度策定する次期行革大綱の検討を進め、さらなる

財政の健全化に向けて一層努力を重ねてまいります。

県民の皆様のより一層のご理解とご協力をお願いします。

・ 2019年度当初予算の詳細については、愛知県ホームページ
「予算の概要（http://www.pref.aichi.jp/soshiki/zaisei/0000007064.html）」をご覧ください。
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